
（令和６年９月信州母子保健推進センター発行）

朝晩が涼しくなり過ごしやすい季節となりました。秋はイベントが多い季節ですね。親子で楽しめる
イベントの企画や救護等、参加者が体調崩さず楽しく参加できますようご配意をお願いします。
さて、不安定な気候から災害関連のニュースも絶えないこの頃です。各市町村において、災害対応
の訓練等予定されているところもあるかと思います。改めて平時からの備えについて考えていただく機
会となりますよう、お願いします。 今後、センターでも研修を企画しますので、是非ご参加ください。
今回は、新生児マススクリーニング実証事業、令和７年度母子保健対策関係予算要求の概要から、
等についてお伝えします。

令和６年10月から開始になります。
先天性代謝異常内分泌疾患等（25疾患）に、これまで自費検査であった下記の疾患
が加わります。

対 象 者 ： 令和6年10月1日以降の出生児
追加疾患：原発性免疫不全症（重症複合免疫不全症、B細胞欠損症）

脊髄性筋萎縮症
検査費用：公費負担（保護者負担なし）

※県外から里帰りして、県内医療機関で出産される方も対象となります。
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「長野県の母子保健」が10月に発行予定です。各種母子保健統計データ母子保健事業実施調査の結果も
掲載。改めて各市町村等の母子保健の状況と県や国と比較するなど、皆様方の事業評価等に役立てていた
だきますようお願いします。

センターからのお知らせ

○研修会について

研修会 開催日 内容 申し込み

母子保健技術
研修会Ⅱ

令和6年
10月22日（火）
13:３０～16:0０

講義 「母子保健事業における乳幼児健康診査の
精度管理と評価」

話題提供
グループワーク
開催方法： 集合研修
＊詳細は９月18日配信のメールをご覧ください。
＊「乳幼児健康診査事業に関するのアンケート調
査」へのご協力をお願いします。

１０月９日（水）
まで延長

母子保健専門
研修会Ⅱ

令和6年
11月26日
（予定）

災害時の母子保健活動について
（オンライン研修）
＊詳細は、決まり次第お知らせします。

○情報発信について

こども家庭庁成育局母子保健課から、調査の依頼がありました（9月20日メール配信）。今回の調査は「新生
児聴覚検査」「3歳児健診における視覚検査」の項目になります。提出期限は、10月7日です。

様々な調査が続いておりますが、調査へのご協力をお願いします。



（令和６年９月信州母子保健推進センター発行）
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お読みいただいたご感想・ご意見をお寄せください。お待ちしております。

担当圏域 母子保健推進員 連絡先

佐久・上田・長野・北信 森 谷 長野県庁 保健・疾病対策課
０２６－２３５－７１４１（直通電話）諏訪・伊那・飯田・木曽・松本・大北 嶋 田

タイトル等 研修名・主な内容

令和６年度母子保健指導者
養成研修事業の開催について
（９月１８日付け事務連絡）

研修１「こども家庭センターの効果的な実施に関する研修」
・センターにおける母子保健機能の役割やセンター設置自治体におけるサポー
トプランの運用について（8月開催された内容も含まれる）
研修２「乳幼児健康診査に関する研修①」
・1か月児、5歳児健康診査に関する知見や知識、県外の取り組み例の報告
研修３「乳幼児健康診査に関する研修②」
・幼児の発育発達、新生児聴覚検査や視覚検査等各
種検査の内容や方法、関係機関との連携や支援について
研修４「妊産婦のメンタルヘルスに関する研修」
研修５「性と健康の相談（プレコンセプションケア）に関する研修」
研修６「児童福祉施設等における食事の提供に関する研修」

・申込み（研修専用サイト）：https://boshikenshu.cfa.go.jp
・留意事項：各研修により配信時期や申込期限が異なるため注意すること。

日本小児科学会では、小児の救急外来の受診の目安を保護者に提供する「ONLINE こどもの救急」をWeb
で提供しています。保護者等に対する周知をお願いします。
①ホームページへのリンク
市町村ホームページの関連する部分に無料でリンクの貼付。簡単な手続きのみで作成が可能。

②情報カード
事業やイベントで配布できる媒体の活用。
媒体の対応言語は、日本語、英語、簡体中国語・繫体中国語の4種。

令和７年度母子保健対策関係概算要求について、情報提供がありました（９月２日メール送信済み）。
詳細は、こども家庭庁のホームページから確認できます。来年度予算の検討の参考にしてください。

事業・補助金名 内容等

「1か月児」及び「5歳児」健康診査支援事業
・①1か月児と②5歳児健康診査を行うことで就学前までの子どもの切
れ目ない健診事業を実施する

補助単価①6,000円/人
②5,000円/人

（※令和6年度より増額）

乳幼児健康診査実施支援事業
・乳幼児や保護者か、健診会場まで移動する際の交通費の補助 など

交通費の8割補助 など

日本小児科学会「ONLINE こどもの救急」厚生労働省から情報提供

1か月児健康診査に関して
長野県医師会、長野県市長会、長野県町村会、長野県国民健康保険団体連合会、長野県市町村自治振興組
合（※）により、来年度の実施に向けて協議がされています。
契約に関すること等、今後の動向等については、上記の関係者（※）にご相談をお願いします。

こども家庭庁から情報提供

https://boshikenshu.cfa.go.jp/

